（別紙様式第３号）

令和　年　月　日

令和７年度燃油・資材の森林由来資源への転換等対策のうち木質バイオマスエネルギー転換促進対策のうち木質バイオマスの効率的な集荷事例の調査支援に係る課題提案書

　　　　　　　　
　　林野庁長官　殿

　　　　　　　　　　　　　　提案者　住　所

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　標記について、下記のとおり関係書類を添えて提案します。

記

１　提案者の概要

２　事業の概要

３　事業を実施するために必要な経費

４　同種事業の経験・実績等

５　定款、役員名簿、団体の事業計画書・報告書、収支計算書、パンフレット等

 １　提案者の概要
	団体等の名称
	
	設立年月日
	

	代表者
	
	資本金
	

	職員数
	

	所在地
	住　所
	〒

	
	ＴＥＬ
	
	Ｅ-mail

(補助事業担当者のもの)
	

	主な業務内容
	

	本事業の実施

体制


	専門的技術者の配置


	資格名
	

	
	
	有資格者数
	        　　　　人

	
	事業担当予定者名
	

	
	経理担当者の配置
	経理担当者
	

	
	
	経理規程等の有無
	有・無

	 直近３年間分の財務データ

	
	売上高(千円)
	経常利益(千円)
	自己資本(千円)

	年度
	
	
	

	年度
	
	
	

	年度
	
	
	


注１：事業担当予定者名は事業担当予定者全てを記入するとともに、責任者を明記してください。

  ２：事業担当予定者が課題提案書を提出する際に未確定の場合には、ほか●名と記入し、未確定者の調達方法を明記してください。（例：臨時雇用●名を予定）

２　事業の概要
	(１)事業計画

	事業実施期間全体に係る計画を記載してください。          
事業計画に併せて、

・本事業の事務、進行管理、指導監督等を実施するための実施体制・人員

　（具体的に予定している者がいる場合には、具体名及びその者が適当な理由）

・本事業の成果の普及・活用に関し、工夫する点

について、記述ください。



	(２)事業効果(事業実施によって得られる効果を記載)

	上記の事業計画をどの程度まで達成できるのか、期待される効果についても併せて記述ください。




事業種目：燃油・資材の森林由来資源への転換等対策のうち木質バイオマスエネルギー転換促進対策のうち木質バイオマスの効率的な集荷事例の調査支援
　　　　　　　　　　　　
	実施項目
	事業内容
	金額
	備考

	（記載例）

ア　検討委員会の設置・運営
イ　集荷事例に関する調査
ウ　事業報告書の作成及び成果の普及

	
	             ●●円

●●円

●●円


	実施期間

令和●年●月●旬～令和●年●月末

（検討委員会は●回開催）




注１：備考欄には、積算内訳を記載してください。なお、積算内訳の作成に当たっては、補助対象経費に留意してください。

　２：積算内訳については、別途詳細な内訳を提出していただくことがあります。

３：人件費の算定については別添の別紙「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」を参照してください。

　　

３　事業を実施するために必要な経費
　経費の配分

	事業種目
	事業費

（Ａ）＋（Ｂ）
	経費の内訳
	摘要

	
	
	国庫補助金（Ａ）
	自己負担金（Ｂ）
	

	（記載例）

ア　検討委員会の設置・運営
イ　集荷事例に関する調査

ウ　事業報告書の作成及び成果の普及

	    　　　●●円

    　　　
●●円

●●円


	          ●●円

          ●●円

   ●●円


	            ●円

            ●円

●円
	 技術者給

       ●●円

 謝金

       ●●円

 旅費

       ●●円

 技術者給

       ●●円

 賃金

       ●●円

 謝金

       ●●円

 旅費

       ●●円
技術者給

       ●●円

 謝金

       ●●円

 旅費

       ●●円



	計
	          ●●円
	          ●●円
	          　●円
	


注１：摘要欄には、積算内訳を記載してください。なお、積算内訳の作成に当たっては、補助対象経費に留意してください。

　２：積算内訳については、別途詳細な内訳を提出していただくことがあります。

３：人件費の算定については別添の別紙「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」を参照してください。

　　
４　同種事業の経験・実績等
	事業の名称
	

	実施年度
	

	応募先機関
	

	助成の金額
	

	事業の内容
	


	事業の名称
	

	実施年度
	

	応募先機関
	

	助成の金額
	

	事業の内容
	



５　定款、役員名簿、団体の事業計画書・報告書、収支計算書、パンフレット等

 以下、適宜追加してください。 









